
東近江市中心市街地商業等空店舗再生支援事業補助金交付要綱 

平成２９年７月２０日  

告 示 第 ３ ４ ３ 号  

改正 令和６年４月１日告示第88号  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、中心市街地内の空店舗を利用した開業等を促進し、地方創生に向け

た地域商業及び観光業の活性化並びに中心市街地のにぎわい創出を図るため、空店舗を

利用して開業する事業者が行う当該空店舗の再生に係る事業に対して中心市街地商業等

空店舗再生支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、東近江

市補助金等交付規則（平成１７年東近江市規則第５４号。以下「規則」という。）に規

定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 空店舗 市の中心市街地計画地域（別表）内に存するおおむね１年以上営業、居住

等をしていない空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）第２

条第１項に規定する空家等をいう。ただし、改修することで店舗として利用できるも

のに限る。 

(2) 併用住宅 住宅のうち住居部分（住宅において専ら居住の用に供する部分をい

う。）と非住居部分（住宅において店舗、事務所等の用に供する部分をいう。以下同

じ。）が一体となったものをいう。 

(3) 事業者 事業所の登記を有する法人及び事業を営む個人（事業を営もうとする者を

含む。）をいう。 

(4) 市内工事業者 市内に本社若しくは事業所の登記を有する法人又は市内に住民登録

を有する個人であって、店舗改修等工事を行うものをいう。 

(5) 店舗改修等工事 店舗の安全性、耐久性又は営業収益を向上させるために行う工事

をいう。 

（補助対象者）  

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも 

該当する事業者とする。  

(1) この要綱の趣旨を理解し、賛同した上で空店舗を利用し、当該店舗で営業する者 

(2) 当該店舗で週３日以上の営業活動が可能である者 

(3) 賃貸又は売却を目的とせず、当該店舗を10年以上継続させる意思がある者 

(4) 東近江市中心市街地商業等空店舗再生支援事業補助金審査委員会（以下「審査委員



会」という。）で提案し、選定された事業を行う者 

(5) 空店舗の利用に当たって、小売業、飲食業、サービス業その他地域コミュニティの

維持又は再生に資する事業を営む者（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項、第５項又は第１１項に規定する営

業を営む者を除く。）  

(6) 当該空店舗の所有者（所有権移転登記が完了してから１年以内の場合を除く。以下

同じ。）若しくはその配偶者又は当該所有者の２親等以内の親族と生計を一にしてい

ない者（法人にあっては、これらの者が所属していない者） 

 (7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

に規定する暴力団又は暴力団員でない者（法人にあっては、当該法人が暴力団でな

く、かつ、役員又は当該店舗で従事する社員が暴力団員でない者） 

（補助対象工事） 

第４条 補助の対象となる店舗改修等工事は、次の各号のいずれにも該当する工事とする。 

 (1) 地域活性化のため、宿泊施設、レストラン、交流施設、体験学習施設、創作活動施

設、文化施設等の用に供するために行う工事であること。 

 (2) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）等の関係法令に適合していること。 

(3) 補助対象者が市内工事業者と契約して行うものであること。 

(4) 新築工事又は備品、家電製品等の簡易な取付等の工事が主となるものでないこと。 

(5) 併用住宅の店舗改修等工事にあっては、改修後の非住居部分に関するものであるこ

と。 

(6) 補助金の交付決定の日の属する年度内に着手し、当該年度の別に定める日までに完

了するものであること。 

(7) 補助を受けようとする店舗改修等工事について、国、県又は市の他の制度による補

助金等を受けていないこと。 

（補助対象経費及び補助金額）  

第５条 補助の対象となる経費は、店舗改修等工事（５０万円以上（消費税及び地方消費

税を除く。）の経費を要する工事に限る。）に要する経費とし、補助金額は、当該経費

の２分の１に相当する額とする。 

２ 前項の場合において、補助金額に１,０００円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てた額とし、対象経費の２分の１に相当する額が３００万円を超えるときは、３０

０万円を限度とする。 

（審査委員会）  

第６条 空店舗を改修して行う事業の計画、資金計画等の提案内容を審査し、補助対象者

を選定するため、審査委員会を設置する。 



２ 審査委員会は、委員１０人以内で組織する。 

３ 委員は、次に掲げる機関又は団体の職員のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

 (1) 八日市商工会議所 

 (2) 東近江市商工会 

(3) 滋賀銀行八日市東支店 

(4) 湖東信用金庫本店 

(5) 東近江市企画部 

(6) 東近江市商工観光部 

(7) その他市長が必要と認める機関又は団体 

４ 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 審査委員会の庶務は、商工観光部商工労政課において処理する。 

（交付申請）  

第７条 規則第８条第１項の補助金等交付申請書は、中心市街地商業等空店舗再生支援事

業補助金交付申請書（様式第１号）によるものとし、その添付書類は、事業計画書（様

式第２号）及び同項第３号から第５号までに掲げる書類とする。  

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の交付申請書の提出があったときは、審査委員会における審査を経

て、交付の可否を決定するものとする。 

２ 規則第１１条の補助金等交付決定通知書は、中心市街地商業等空店舗再生支援事業補

助金交付決定通知書（様式第６号）によるものとする。 

３ 市長は、補助金を交付しないことと決定したときは、中心市街地商業等空店舗再生支

援事業補助金不交付決定通知書（様式第７号）により、当該申請を行った者に通知する

ものとする。 

（決定の変更申請等） 

第９条 規則第１２条第１項の規定による変更の申請は、中心市街地商業等空店舗再生支

援事業補助金変更交付申請書（様式第８号）によるものとする。  

２ 市長は、前項の変更交付申請書の提出のあったときは、速やかに審査し、その結果を

中心市街地商業等空店舗再生支援事業補助金変更交付決定通知書（様式第９号）によ

り、当該事業者に通知するものとする。  

（実績報告） 

第１０条 規則第１８条の補助事業等実績報告書は、中心市街地商業等空店舗再生支援事

業補助金実績報告書（様式第１０号）によるものとし、その添付書類は、事業収支報告

書（様式第１１号）とする。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、事業完了の日から３０日を経過した日又は交付決定



の日の属する年度の３月末日のいずれか早い日とする。 

（額の確定） 

第１１条 規則第１９条の補助金等確定通知書は、中心市街地商業等空店舗再生支援事業

補助金確定通知書（様式第１２号）によるものとする。 

（交付の請求）  

第１２条 規則第２１条の補助金等交付請求書は、中心市街地商業等空店舗再生支援事業

補助金交付請求書（様式第１３号）によるものとする。  

（交付決定の取消し）  

第１３条 市長は、補助対象者が第３条各号のいずれかに該当しない場合は、規則第２２

条の規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

規則第２３条の規定により補助金の返還を命ずるものとする。 

３ 規則第２２条第４項の規定による通知は、中心市街地商業等空店舗再生支援事業補助

金交付決定取消通知書（様式第１４号）により行うものとする。 

（補助金の返還）  

第１４条 規則第２３条第１項の規定による命令は、中心市街地商業等空店舗再生支援事

業補助金返還命令書（様式第１５号）により行うものとする。 

（その他）  

第１５条 この要綱の定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この告示は、平成２９年７月２０日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用す

る。 

附 則（平成３０年東近江市告示第３０８号） 

この告示は、平成３０年６月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

   附 則（令和６年東近江市告示第88号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行し、この告示による改正後の東近江市中心市街

地商業等空店舗再生支援事業補助金交付要綱の規定は、令和６年度分の補助金から適用す

る。 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第２条関係） 

中心市街地計画地域 

 

 

中心市街地計画地域 

 

     中心市街地商業等集積地域 

 

 

 

 

 

 


